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　ⅱ）「エネルギー消費量」の把握状況
企業全体（本社）として事業活動におけるCO２排出の把握状況を、「CO２」ではなく「電気、ガス、石

油等のエネルギー消費量」として質問した。エネルギーの消費量及びコストについてはほとんどの企業
が把握していると回答しているが、エネルギーの消費量を「CO２換算している」「原単位で把握している」
「目標値を設定している」という割合は６５％程度まで低下している。
　

　ⅲ）CO２削減対策の課題
CO２削減対策を行おうとするときの課題について質問したところ、最も多かったのが「対策コストが

かかる（投資回収期間が長い、現状の設備が更新時期になっていない等）」であり、「（エネルギー消費量
を）総量でしか把握できない」、「部署の間で取組の温度差がある」、「社内・事業所内で対策の必要性が理
解されていない」等の回答も多かった。さらに、「生産量が変動し、取組を継続的に評価できない」「適切
な目標設定ができない」という課題も、２割程度の事業所が挙げている。

　

　ⅳ）CO２排出量の大きい工程と対策
平成２３年度に実施した食品関係の協会等に対して実施したアンケート結果の一部で、各協会として把
握しているCO２排出量の大きい工程と、削減のための方策を整理したものを表２－１－１に示す。
回答は、電力に関する項目（動力、空調、冷却、照明等）と加熱工程（殺菌、加熱調理、加湿、乾燥、

図２－２－２　エネルギー消費量の把握状況

図２－２－３　CO２排出抑制対策に取り組む際の課題

２－２　食品関連事業者による取組状況
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焙煎、濃縮、結晶化等）が大半であり、用排水、廃棄物、輸送に関する項目は少ない状況にある。

　

以上の結果から、CO２排出量の報告や削減計画の策定が義務付けられていない事業所においては、CO２
削減対策の必要性に対する認識が低い状況にあり、また、CO２削減対策のうちエネルギー削減の取組は
コスト削減に直結していることもあり進められているが、その他の事業活動についてはCO２と結びつけ
られていない可能性があると考えられる。

⑶　項目別の取組状況・関心のある取組
今年度のアンケートでは、先進的に取り組んでいる企業の情報を収集すると同時に、温室効果ガス排出
量の報告義務、あるいは省エネ法の省エネ目標策定義務の対象となっていない中小規模の事業者に対して、
事業活動においてどのようなCO２の発生や省エネの可能性があるかを認識していただくことも、目的の一
つとした。そこで、アンケートでは図２－２－４のようなフードチェーンにおけるCO２削減取組の模式図
を示し、工程ごとに興味のある（実施又は検討している）項目を記載していただくとともに、取組の効果
が定量的に把握できた場合には「具体的な取組の方法」と「削減効果」、「取組の実施や機器の導入・更新
等にあたっての課題」について記載していただいた。
こうした設問のため、記載された内容が全て実施されているものだけではないが、電気やガス、重油等
のエネルギー消費の削減以外についても多くの記入をしていただいた。取組や課題の中には業種特有のも
のもあり、業界としてのCO２削減取組の推進にご活用いただける情報も含まれていると考えられる。次年
度以降、データをさらに収集・精査し、業界（協会等）へとフィードバックすることで、より具体的で実
現可能な取組へと発展させていくことが有効であると考えている。

資料：平成２３年度食品産業環境対策推進支援事業　調査結果

表２－２－１　協会別のCO２排出量の大きい工程と対策

２－２　食品関連事業者による取組状況
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なお、エネルギー削減（省エネ）は、CO２削減の中でも代表的な取組であり、企業にとってもコスト削
減に直結するという認識から優先的に取り組まれていることが明らかになったことから、ここではエネル
ギー削減以外について集計することとした。
アンケートにおいて、取り組んでいる、または関心があるとされた取組を、「用排水の削減」、「輸送の効

率化」、「容器包装・梱包材の削減」、「工程内のマテリアルロスの削減」、「流通過程での食品ロスの削減」、「消
費者を巻き込んだ取組」の６項目に分類し、整理した。なお複数の企業によって記載された取組内容につ
いてはまとめている。
ここで、業種については「製造」「卸売」「小売」に分類するとともに、製造業については回答した企業の
主な製造品目がイメージできるよう、ご紹介いただいた協会名を略式記号で記載した。
 

図２－２－４　フードチェーンにおけるCO２削減の模式図

製造　（冷）：日本冷凍食品協会　　　（惣）：日本惣菜協会
　　　（菓）：全日本菓子協会　　　　（乳）：日本乳業協会　　　　
卸売：日本加工食品卸協会　　　　　小売：日本スーパーマーケット協会

２－２　食品関連事業者による取組状況
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　ⅰ）用排水の削減
水の使用量を減らすための取組として、洗浄回数等の工程を見直したり、使用量の見える化が行われ
ている。また、手順書の作成や教育、点検等の運用面の取組、設備面の改善による取組等が見られた。
排水処理においても、成分や濃度により排水を分けたり、排水処理設備の運転に関する省エネの工夫等
が行われている。
食品工場の排水は有機物を多量に含むため、生物処理が一般的である。生産品目によっても異なるが、
嫌気性処理（メタン発酵）と好気性処理（活性汚泥法等）の組み合わせによるものが多い。排水処理に
伴いブロアや汚泥処理等にエネルギーを消費するが、処理量が増加すると消費エネルギーも増加する。
各工程からの排水を全て合わせて処理するのではなく、工程ごとに排水の性質を把握し、性質に適した
効率的な処理を行うことが有効である。また、高負荷であるほど消費エネルギーも大きいため、濃厚廃
液や固形物についても排水中には流さず、分離して個別に処理することが有効である。

 

表２－２－２　用排水の削減に関する取組事例

２－２　食品関連事業者による取組状況
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　ⅱ）輸送の効率化
輸送の効率化に関しては、共同配送や混載輸送、輸送ロットの見直し、流通拠点・配送ルートの見直
し等に関する記載が多く見られた。また、省エネ車両の導入やモーダルシフトも行われている。さらに、
件数は少なかったが、取引先との調整による効率化も行われていることがわかった。
食品は配送頻度が高いものが多く、輸送に伴うCO２の削減は食品産業においても重要な取組と言える。
同業種の連携による共同配送のみならず、異業種間での戻り便の活用等も含め、今後の増加が期待される。 

表２－２－３　輸送の効率化に関する取組事例

２－２　食品関連事業者による取組状況
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　ⅲ）容器包装・梱包材の削減
容器包装・梱包材については、商品設計段階における小型化や軽量化、ノントレー化等に取り組んで
いる状況が見られた。また、紙製容器や素材の見直し等も行われている。輸送時における通い箱・プラ
コン等、使い捨てを削減する動きや、店舗での販売用容器の削減に関する回答が得られた。さらに、消
費者の理解を得るための取組に関する回答もあった。
商品のほとんどは容器に入れないと流通できないため、容器包装に伴うCO２削減は食品業界に不可欠
な取組である。

 表２－２－４　容器包装・梱包材の削減に関する取組事例

２－２　食品関連事業者による取組状況
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　ⅳ）工程内のマテリアルロスの削減
今回はCO２削減というテーマで質問したこともあり、記載された内容についてはその他の項目に比べ
て少なかったが、工程内のマテリアルロスの削減は、収益率の向上に直結することから全ての企業にお
いて実施されている取組であり、２２年度の調査において詳細に調査・報告したところである。今回のア
ンケートでは、製造工程の改善、ロス量の計測管理、原料の調達・保管に関する記載が見られた。

 

表２－２－５　工程内のマテリアルロス削減に関する取組事例

２－２　食品関連事業者による取組状況
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　ⅴ）流通過程での食品ロスの削減
流通過程での廃棄は、その大半が「食べられるにも係らず何らかの理由で廃棄される食品ロス」であ
ることから、理想的にはゼロを目指すべきである。
今回のアンケートでは、賞味期限・消費期限を長期化することにより流通可能な期間を延長させる取
組や在庫管理といった、自社単独で行う取組に加え、受発注の精度の向上や取引先との調整に関する記
述も比較的多く見られ、２２年度の調査の段階よりも、フードチェーン全体で改善していくという認識が
高まっていると考えられる。
返品や納品期限の見直し等、商慣習の改善に関する調査結果については、４章で詳細に示す。

 

表２－２－６　流通過程での食品ロスの削減に関する取組事例

２－２　食品関連事業者による取組状況
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　ⅵ）消費者を巻き込んだ取組
企業にとっては売れる商品を製造・販売することが必要であり、消費者に選んでもらうことが最重要
課題である。一方で、消費者のニーズを創出するのもまた企業であり、消費者のニーズを満たしつつ、
環境面でも配慮した商品の開発が期待されるところである。
消費者を意識した取組としては、家庭で加熱せずに食べられる食品（省エネ推進）や賞味期限・消費
期限の延長（食品ロス削減）、等の商品開発が行われている。また、カーボンフットプリントやカーボ
ンオフセットの取組も見られた。

 表２－２－７　消費者を巻き込んだ取組事例

２－２　食品関連事業者による取組状況
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２－３　食品産業において取り組むべき温室効果ガス削減対策
⑴　食品産業の特徴とCO２削減活動の体系

食品産業に特徴的なCO２排出要因と、削減の方向性の概念を図２－３－１に整理した。食材は一般的に
水分を多く含み、腐敗しやすいことから、製造・保管・流通工程における温度管理が必要である。また、
食品の加工では加熱や冷却の工程が多く、衛生管理のための洗浄等に多量の水を使用している。さらに、
生活に必要な食料をタイムリーに消費者に届ける必要があり、そのための輸配送システムが必要であると
ともに、流通させるためには容器包装が不可欠である。
これらの工程では直接的・間接的にCO２が発生していることから、食品産業としてCO２を削減していく
ためには、自社単独での取組だけではなく、フードチェーン全体を考慮し総合的に取り組むことが必要で
ある。

　

⑵　CO２削減に向けた具体的な取組の方向性
工程別のCO２削減取組の方向性を図２－３－２に示す。
 

図２－３－１　食品産業に特徴的なCO２排出要因と削減方針のイメージ

２－３　食品産業において取り組むべき温室効果ガス削減対策
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２－３　食品産業において取り組むべき温室効果ガス削減対策
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２－３　食品産業において取り組むべき温室効果ガス削減対策
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⑶　ヒアリング調査による具体的な取組事例
アンケートの回答の中で得られた具体的な取組事例に対するヒアリング調査の結果について紹介する。

　ⅰ）燃料の転換
食品産業においても様々な燃料を消費するが、ボイラの燃料等は、用いる燃料種により発熱量や燃料
の使用に関する排出係数が異なることから、排出係数の小さい燃料に転換することによって、CO２排出
量の削減に寄与する。

製造工程から出る廃食用油の燃料利用も、CO２削減に有効である。例えば、味の素冷凍食品株では、
関東工場、四国工場、九州工場、中部工場において、重油の代わりに使用済み植物油を約２２５tボイラ燃
料として利用することで、CO２排出量を年間約６５０t削減している。
また、株ハチカンでは、廃食用油とA重油を５０：５０の割合で混合し、専用ボイラで燃焼させている。
３年間で３９３kLの廃油を燃焼させ、CO２削減量は１,０６５t－CO２、混合燃焼によるA重油の削減金額は年平
均７９８万円である。この成果によって、平成２４年度のエネルギー管理優良事業者　東北経済産業局長賞を
受賞している。

　ⅱ）輸送効率の向上
食品は頻繁に輸配送を行う必要があることから、流通に伴うCO２の削減が有効である。
株ロッテでは、商品を効率よく輸送するために、さまざまな形で積載数の向上に取り組んでいる。コ
ンテナ輸送においては、シミュレーションシステムを活用して、商品ごとに積込方法・個数を割り出し、
その積載方法をルール化した。これにより、１コンテナ当たりの積載数が、固定化以前に比べて１６.７％
向上した。また、パレット輸送においては、上下２段に積むことで、積載数の向上につながっている。
さらに、商品の化粧箱を３.５　㎜ 小さくするとともに段ボールサイズも縮小し、１パレット当たりの積載
商品数を大幅に増加した。この結果、段ボールサイズの縮小によって１パレットの積み面が４箱から６
箱となり、段ボール強度を確認した上で、積み段を４段から５段に増やしている。これらの結果、１パ
レット当たりの商品数が４８０から９００となり、積載効率が大幅に向上した。 

表２－３－１　燃料種別の発熱量及び排出係数

２－３　食品産業において取り組むべき温室効果ガス削減対策
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　ⅲ）消費段階におけるCO２削減

買い物や飲食は日常的な行動であることから、商品そのものの製造・流通に関わるCO２削減は、消費
者のCO２削減取組を促すことになる。また、商品の設計により、製造工程のみならず流通工程、使用時、廃
棄時のエネルギー使用量やCO２排出量を削減できる可能性がある。
自然解凍食品は、お客様からの「あわただしい朝に作るお弁当のおかずに、もっと手間のかからない
冷凍食品が欲しい」に応えた形で開発され、結果的に家庭での消費エネルギーの削減にも寄与している。
１９９９年にこのコンセプトを全国で初めて商品化した日本水産株の冷凍食品「自然解凍でおいしい！」シ
リーズは、２０１２年のエコプロダクツ大賞推進協議会特別賞（節電優秀賞）を受賞した。

熱調理をしない冷凍食品は衛生面に細心の注意を払う必要があるため、安全な原料を使い、製造基準と
品質管理を徹底させている。例えば、原料は指定農場で作られたものを使用、さらに生産している現地に
出向き、直接指導を行っている。また、野菜洗浄に適した洗浄機を導入し、厳しい検査基準に合格したラ
インで製造している。
しかしながら、「商品を冷凍庫から出すだけ」という方法はとても便利である一方、衛生面の不安感から
家庭で加熱調理をすることも考えられる。加熱しないで良い商品にも関わらず加熱を行い、エネルギー削

資料：株ロッテ資料

図２－３－３　システムによる積載方法のシミュレー
ション（４０フィートコンテナ）

図２－３－４　包装材の変更による積載数の向上

図２－３－５　自然解凍により家庭でのCO２削減に寄与する冷凍食品
資料：日本水産株資料

２－３　食品産業において取り組むべき温室効果ガス削減対策
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減には結び付かない可能性もある。商品販売の際には、「なぜ加熱しなくても大丈夫なのか」という理由も
しっかりと消費者に伝えていくことが重要と考えられる。
なお、本商品のコンセプトが市場に与えた影響は大きく、２０１１年には２０社が参入している。個々の削減
量は小さいが、市場形成が進み、家庭での省エネを訴えていくことは、日々消費する食品であるからこそ、
より消費者に対するアピール効果が大きいと考えられる。 

２－３　食品産業において取り組むべき温室効果ガス削減対策
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３．食品産業におけるエネルギー削減対策
省エネ、すなわちエネルギーの削減は、CO２削減の中でも中心となる取組である。温対法の報告義務や

省エネ計画策定の対象となっていない中小規模の企業にとっても、エネルギーの削減はコスト削減に直結
することから、取組のインセンティブが働きやすいと考えられる。
しかしながら、「何をしてよいかわからない」「コストのかかる取組はできない」という事業所も少なくな
いことから、ここでは食品産業においてエネルギー消費量の多い工程を中心に、エネルギー削減の具体的
な方策を紹介する。
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⑴　エネルギー削減に向けた対策

今年度、食品関連事業者１０３社を対象として実施したアンケート調査結果のうち、エネルギー削減の取
組状況について示す。
各事業所（工場、施設等）における取組状況を把握するため、エネルギー削減に寄与すると考えられる
代表的な取組を挙げて、実施の程度を質問した。取組の内容は、製造業、卸売業、小売業の業種別に設定
し、実施割合（８割以上、４～７割、１～３割、１割未満）で回答していただいた。
製造業においては、エネルギー使用量の多い設備や工程、エネルギー使用量は９割以上が把握している
が、省エネ法で求めている推進体制の整備状況は約半数に止まっている。また、取組内容をみると、実施
割合は高いが、「４～７割」という回答も１／４程度存在している。具体的には、食品産業で多用されてい
るボイラ関係の「ボイラ設備の空気比の調整」「ボイラ設備の暖気運転時間の短縮」については８割未満の
回答割合が高い。
 

図３－１－１　省エネ関連取組の実施状況（製造業）

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況
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なお、図２－２－１においてCO２排出抑制対策に積極的に取り組んでいると回答した４２事業者を対象と
したグラフを見ると、「コンプレッサ設備の空気系統のエア漏れの確認」を始めとする動力設備の保守点検
について８割未満という回答が多い。また、「事務室・共有部分の空室・不在時空調停止」についても４～
７割という回答が比較的多く、積極的に取り組んでいる事業者においても、こうした日々の点検、習慣等
の中で省エネ余地がある可能性がある。

　

なお、（財）省エネルギーセンターが平成２０年度に３千件あまりの工場（食品以外も含む）を対象に実施
した省エネ診断の改善項目をみると、ボイラ関連設備では「断熱・保温」、ファン・ポンプ等では「空気
圧の管理」、「回転数の制御化」、照明・電気設備では「受電設備の管理」について各々２５０件程度の改善提
案がされている２）。
製造以外の業種においては、回答数が少ないことから一般化まではできないが、「空調の冷温水配管の保
温」と「余熱利用による早目の空調停止」に関する取組の実施割合が低い傾向にある。東日本大震災以降、
節電対策は切実な課題となり、空調や照明を控える取組は、「サービスの低下」ではなく「環境に配慮した
企業」として消費者から評価される傾向にある。特に小売店においても適度な空調が支持されることから、
開店前の予冷・予熱開始時間の見直しや、早めの空調停止などを検討することが有効である。 

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況

２）（財）省エネルギーセンター、工場の省エネルギー２０１１－２０１２ガイドブック

図３－１－２　省エネ関連取組の実施状況
（製造業のうちCO２削減に積極的に取り組んでいると回答した事業者）
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⑵　エコアクション２１取得事業者による省エネルギー関連の取組状況
エコアクション２１を取得している事業者が公表している環境活動レポートから、省エネに関する取組内
容等を整理した。環境活動レポートについては、エコアクション２１中央事務局のウェブサイトから、「食品・
飲料・たばこ等製造業」、「卸売業・小売業」、「宿泊業・飲食サービス業」に分類されている事業者の事業内
容等を確認し、食品関係の取扱い状況を確認した上で、計１６３事業者を抽出し、対象とした。
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図３－１－３　省エネ関連取組の実施状況（卸売業）

図３－１－４　省エネ関連取組の実施状況（小売業）




